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 ５月１２日、第２３回 東京平和センター定

期総会を開催しました。役員改選で、新しい議

長に長谷川信康氏（東交）が選出されました。

（詳細は次ページ参照） 

 

就 任 挨 拶 

           東京平和運動センター議長  

                 長谷川  信康 

５月１２日の総会で議長に信任されました

東交出身の長谷川です。 

３月１１日の大震災・津波に続き原発事故が

起き、２ヶ月余り経過しましたが、いつ収束す

るのか全く予想が立たず、避難生活を強いられ

苦しんでいる方々が今も１０万人以上と言わ

れています。 

起きてよい事故など一つもありませんが、と

りわけ原発事故についてはあってはならない

し、その地は数十年間住むことが出来なくなり

ます。風向きによっては数百キロ離れた所へも

放射能をまき散らしており、風評被害ではなく

現実におきております。誰が言ったのか忘れま

したが、「造らなければ安全」という言葉が心

に残っております。 

米軍は「トモダチ作戦」と称し救援支援を強

調し、自衛隊も１０万人が投入されました。 

会社倒産・従業員解雇の中、政府は復興費用捻

出が厳しいにもかかわらず、３月末米軍への

「思いやり予算」をどさくさ紛れに決めまし

た。米軍にはこれまで約６兆円の軍事援助を日

本政府は行ってきたと言われております。私た

ちの社会では友達が本当に困っている時、お金

を援助してもらう事などあり得ません。真逆な

話ではありませんか。真の友達は引っ越し費用

の水増し請求などあり得ない話です。 

また、自衛隊が国民の税金で成り立っている

以上、災害救助にあたるのは当然であり、違憲

が合憲に変わる理由にはなりません。さっさと

災害救助隊に名称変更してもらいたいです。 

国家間のいわゆる安全保障問題は、軍事力を

背景にした外交ではなく、あくまでも友好的な

外交で安全・平和を築くことが正しい道であり

ます。軍拡競争の結果多大な被害を自国民を始

め近隣諸国に与えた事を忘れてはなりません。

目先の利益に惑わされず、平和を第一に考える

国家として世界から信頼される事が真の国民

的利益だと考えます。 

戦後６６年にもなる今日、沖縄に基地を集中し

住民を危険きわまりない状態にし、地域の健全

な発展を阻害している事に反省し、一刻も早く

基地撤去を勝ち取らなければなりません。その

根幹としてある日米軍事同盟－地位協定に反

対し平和な暮らしを取り戻しましょう。 

平和フォーラムから「平和で持続可能な社会

を求める全国集会」が本年９月１９日明治公園

にて５万人規模で開催することが提起されて

います。東京平和運動センターも全力で取り組

みたいと考えております。ともにがんばりまし

ょう。 

 

 

「ヘリ基地反対協議会」安次富共同代表（左）にカ

ンパを手渡す、長谷川議長（5.14 辺野古テント前） 

 

９．１９「平和で持続可能な社会を求める全国集会」（明治公園）に 

５万人の結集を勝ち取り、脱原発社会を実現させよう 
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第 23 回東京平和運動センター総会 

２０１１年 5月 12 日

  

 東京平和運動センターは、５月１２日１５時

より、東京交通会館会議室において、第２３回

定期総会を開催しました。総会議長に松崎勝博

さん（全水道・東水労）を選出し議事が進めら

れました。 

 冒頭、本橋議長から「大震災被災者への心か

らのお見舞いと犠牲者のご冥福をお祈りする」

表明があり、続けて「原発事故についての東

電・政府の情報隠蔽体質を厳しく糾弾する。改

めて脱原発社会の実現をめざそう」「沖縄をは

じめとする反基地・平和の闘い、人権・環境を

守る取り組みに全力を挙げよう」と、主催者代

表のあいさつが行われました。 

 来賓として、平和フォーラム藤岡副事務局長、

関東ブロック小原事務局長（神奈川平和運動セ

ンター）から連帯のあいさつを受け、各県平和

センターからの連帯メッセージも報告されま

した。 

 

「経過報告・決算報告」、「会計監査報告」、

「運動方針案」「会計予算案」を承認しました。

原案を補強する形で、３名から発言がありまし

た。趣旨のみ掲載します。 

 

土居代議員（東京教組）  

「教科書採択の年を迎え、『つくる会』系の

歴史歪曲の教科書採択に向けた圧力が増して

いる。各自治体の閲覧制度を活用するなどして

反撃を強めよう」 

高畠代議員（全農林） 

「『食とみどり・水を守る都民会議』で６月

４日に日野市で体験田植えを実施する。食の安

全・環境・自給を考える機会にしたい。多くの

参加を」 

浦本代議員（部落解放同盟） 

「狭山差別事件の第三次再審請求が山場を

迎えている。長い闘いの結果、検察も一部証拠

開示を始めた。いよいよ、石川さんの無実は明

らかだ。ともに闘おう」 

  

  

役員改選 

つづいて、役員の改選が行われ、三役につい

て以下のとおり決定しました。 

議長    長谷川 信康 （東 交） 

副議長   畑   佳幸 （三多摩） 

同     松田  圭介 （私 鉄） 

同     田中  瑞穂 （個 人） 

同     関   久  （個 人） 

事務局長  本橋  益男 （自治労） 

事務局次長 若林  克俊 （三多摩）  

 

常任幹事は各加盟組織の意向を踏まえ、別表

（８頁参照）のとおり決定されました。 

 

 

 総会で事務局長を退任、長年ご苦労様でした。

新副議長の関さん。 

    

 

 最後に以下の総会宣言を採択して終了しま

した。 

 

 総 会 宣 言  

 本年３月１１日、東日本大震災が発生しました。

マグニチュード 9.0 の地震とこれに伴う大津波は

死者・行方不明者が２万人を超え、震災後２ヶ月

を経てなお、１１万人を超える人々が避難生活を

強いられています。わたしたちは、すべての被災

者にお見舞い申し上げ、死亡された皆さんのご冥

福を心からお祈りいたします。 
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大震災による福島第一原子力発電所の大事故は、

これまで政府や東京電力が表明してきた「安全神

話」を完全に覆すものであり、「想定外」などと

いう言葉はまったく通用しない人災です。大事故

前後を通じた、東電・政府の情報隠蔽体質と情報

操作に基づく「安全」宣伝のまやかしを今こそ糾

弾しなければなりません。原子力エネルギー政策

を推進してきたその体質の転換と幅広い国民的議

論の中で、エネルギー政策転換と脱原発社会づく

りの方向性を作り出していくことが重要です。 

 

平和を守る闘いの基本は、人の命と尊厳が何よ

りも優先される社会づくりです。軍事基地をなく

す闘いは、過度に負担を強いる沖縄の、普天間基

地早期撤去、新基地建設反対の運動に集中して取

り組んできました。しかし、期待された政権交代

後も「抑止力」という名のもとに、日米合意が交

わされ、沖縄の民意とわたしたちの運動に背を向

ける状況となっています。日米地位協定の見直し

など、引き続く取り組みの強化が求められていま

す。 

 

人権が尊重される社会づくりも、未だ課題は山

積しています。狭山事件の第三次再審請求におけ

る石川さんの無罪判決実現、捜査段階の可視化、

人権侵害救済法の成立などの闘いも急務です。ま

た、高校授業料無償化からの朝鮮高校除外の撤回

など、当面する人権課題に全力で取り組まなけれ

ばなりません。 

 

環境に優しい社会、食とみどり水が安全に守ら

れ、安心して住み続ける社会づくりにむけた取り

組みも、人類の未来に向けた責務です。引き続く

課題を地域から進めるとともに、原発事故でより

明白となった、核の安全・安心に対する脅威、人

類と共存し得ない存在に対し、すべての核のない

社会に向けた取り組みの一層の前進をめざします。 

 

東京平和運動センターは、全国の仲間とともに、

地域・職場から粘り強く取り組んでいくことを、

本総会をもって宣言します。 

 

２０１１年５月１２日 

東京平和運動センター第２３回定期総会 

活 動 報 告 

■ ５．１５沖縄平和行進 

 

５．１５沖縄平和行進と「復帰３９年 ５・

１５平和とくらしを守る県民大会」が沖縄平和

運動センター主催で開催されました。本年は東

日本大震災の影響も考慮し、県内中心の取り組

みでしたが、東京をはじめ県外からも約７００

名が参加、全体で３２００名の行動となりまし

た。東京からは東京平和運動センターとして３

２名、三多摩平和運動センターなどからあわせ

て１００名を超える参加者となりました。 

５月１５日曇り空の中、宜野湾市役所前広場前

で出発式を開催、崎山実行委員長は、 「復帰

後もこの狭い沖縄に、米軍専用施設の７５パー

セントが集中している。嘉手納基地や普天間基

地の爆音、米軍犯罪では日本の司法権が届かな

い治外法権状態に対して、県民の怒りは収まら

ない。来年は復帰４０年。本日の５・１５平和

行進を、最後まで、貫徹して、「５・１５平和

とくらしを守る県民大会」を成功させよう」と

訴えました。 

その後、北ウィングと南ウィングの２つに分

かれて海兵隊普天間基地を包囲する行進を行

い、宜野湾海浜公園で再合流して、野外音楽場

で開催した「復帰３９年 ５・１５平和とくら

しを守る県民大会」に参加しました。 

 

 

宜野湾海浜公園に入る東京のデモ隊 
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沖 縄 県 民 集 会 

 

主催者あいさつ 崎山嗣幸さん（沖縄平和運動

センター議長・沖縄県議会議員） 

 早朝から宜野湾市役所に結集して、北から南

から普天間基地を包囲して、「普天間基地を返

せ」という思いで平和行進を貫徹して、この会

場に到着しました。 

 沖縄は復帰してから３９年が経ったにも関

わらず、憲法の下における基本的人権や平和的

生存権が、脅かされ続けています。嘉手納基地

や普天間基地のすさまじい爆音、米軍兵士によ

る犯罪などが、限りなく起きています。私たち

はいまこそ、基本的人権や平和的生存権を全国

民に訴え、この沖縄における不平等な条約に対

して、断固として闘っていかなければなりませ

ん。 

 いま日本政府は、普天間基地を、辺野古へ回

帰させたり、あるいは県内における移設先を物

色したりするなど、沖縄県民に対する背信行為

を繰り返しています。「５・１５県民大会」を

成功させて、普天間基地を即時閉鎖・返還させ

る運動を強めていかなければなりません。 

 

激励あいさつ  安里猛さん（宜野湾市長） 

 沖縄県民の総意をよそに、日米両国政府は昨

年５月２８日に、日米安全保障共同委員会の共

同発表を行い、再び県内移設として合意しまし

た。知事・県民の合意が得られない普天間飛行

場の県内移設は、実効性が無く、普天間基地問

題の解決策にはなりません。いまこそ１５年も

県民を翻弄してきた県内移設を断念させ、普天

間飛行場問題に終止符をうつ事が、市政発展の

大きな一歩につながると確信しています。 

 今後とも、市民・県民とともに、県内移設に

反対し、普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還

が実現するように、日米両政府に対して求めて

いきます。全国、また県内の各地・職場で、日

夜奮闘されている皆さん。基地の無い平和な沖

縄の実現に向けて、ともにがんばっていきまし

ょう。 

 

連帯あいさつ  藤本泰成さん（平和フォーラ

ム事務局長） 

 いまこの国では、私たちの命が削られ、私た

ちの命が大きな危険にさらされています。東日

本大震災の中で、福島の原子力発電所が大きな

事故を起こしました。これは自然災害ではなく、

人の手によって引き起こされた災害です。未だ

に自分の家に帰れない。避難所で我慢している

人が大勢います。 

 普天間基地の土地は、ほとんど１００パーセ

ントが私有地だと聞いています。生活を奪われ、

先祖代々の土地を奪われて、自分の命を危険に

さらさなければいけないということが、なぜこ

の国では何度も何度も起こるのでしょうか。沖

縄の問題も原発事故の問題も、全ての根っこは

同じです。憲法に規定された生存する権利、私

たちが豊かに人間らしく生きる権利を奪われ

ている現実に、日本人は我慢しつづける必要は

ありません。いまこそ大きな怒りをあげなけれ

ばいけません 

 

地域からの訴え 安次富浩さん（ヘリ基地反対

協共同代表） 

つい先日、アメリカの上院軍事委員会のレビ

ン委員長が沖縄に来て、知事や県議会議長と会

いました。その報告には、辺野古移設は非現実

的と書かれていました。彼はきちんと、沖縄の

怒りを受け止めたと思っています。しかし結論

は、嘉手納統合でした。そんなことは許すこと

はできません。私たちは普天間基地の固定化も、

嘉手納統合案も、絶対に許すことはできないの

です。アメリカの議員をして、「辺野古移設は

非現実的」と言わしめた力は、ウチナンチュー

の闘いと、全国の仲間の支援の結果だろうと私

は信じて疑いません。 

 辺野古移設を断念させ、県内移設を断念させ、

普天間基地をアメリカ本国に持ってかえらせ

る、この闘いはようやく勝利の兆しを、皆の闘

いで作りだしたと思います。最後まで共にがん

ばりましょう。 

 

地域からの訴え  伊佐真次さん（ヘリパット

いらない高江住民の会） 

 皆さん、今年の１月、２月と、高江では激し

い闘いがありました。労働組合の皆さん、住民

団体の皆さん、県民の皆さんが駆け付けてくれ
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て、ヘリパット阻止を一緒にがんばってくれま

した。誠にありがとうございます。北部訓練場

では、ＣＨ－４６、ＣＨ－５３をはじめとする

ヘリコプターが、訓練をしています。北澤防衛

大臣は、オスプレー配備を明言しました。２０

０７年からヘリパット建設に反対し、座り込み

によって説明を求めてきました。オスプレーに

関しては、どのように飛んでくるのか、どのよ

うな訓練をするのか、一切明らかにしていませ

ん。全ての軍事基地を、移設ではなく、一つず

つ撤去していくしか方法はありません。県民の

声を大きくしていきましょう。 

 

基地のない平和な暮

らしを希求する県民の

素朴な願いは、日米両

政府に圧殺され続けて

いる。そのうえ、名護市辺野古の新基地建設や

東村高江のヘリパッド建設、先島地域への大規

模な自衛隊配備など、新たな基地強化が画策さ

れている。 

 鳩山前首相が口先だけの「方便」を用いたり、

政府がグアムに移転する海兵隊の定数などを

水増ししたりしていた事実が明らかになった。

メア前国務省日本部長の差別発言は、沖縄に基

地を押しつけるためには手段を選ばないとい

う日米両政府の本音だ。県民は不誠実きわまり

ない沖縄施策に煮えたぎるような怒りを覚え

ている。 

 これまで米軍基地の県内移設を推進してき

た仲井真県政をも「県内移設反対」に方針転換

させたことが、それを象徴している。新基地建

設反対が県民世論の総意だ。 

 また、米国の政権内部や議会でも、在沖米海

兵隊不要論が公然と論じられるようになって

いる。日米政府は、基地強化一点張りの沖縄施

策を大胆に改める時に来ている。 

 今年の５・１５平和行進を県内団体のみで実

施し、全国の仲間と被災地の復興支援を最優先

させる決定をしたことを踏まえ、政府に３点要

求する。 

 （１）米軍再編予算を復興支援に組み替え、

復興支援に全力を傾注せよ（２）普天間飛行場

の県内移設を明記した日米合意を撤回し、名護

市辺野古への新基地建設と東村高江へのヘリ

パッド建設を断念せよ（３）先島地域への自衛

隊配備、増強を中止せよ。 

  

２０１１年５月１５日  

復帰から３９年 ５・１５平和とくらしを

守る県民大会 

 

■ 「ヘリ基地反対協」・「ヘリパットいらな

い高江住民の会」にカンパ 

 

 東京平和運動センターは５月１４日、辺野古 

のヘリ基地反対協のテントを訪問し、キャンプ

シュワブ前で激励行動を行い、カンパを手渡し

ました。（２面 写真） 

翌日、県民集会の場でヘリパットいらない高

江住民の会の伊佐真次代表に、カンパをお渡し

ました。 

 

■ 施行６４周年憲法記念日集会 

 

５月３日、平和フォーラム主催「生命の尊厳、

人間の安全保障をめぐって憲法を活かす－施行

64周年憲法記念日集会」が６００名の参加者のも

と日本教育会館ホールで開催されました。。 

 集会は、まず、「安全に生きる権利」を主題と

したシンポジウムが以下の発言者で行われた。 

（発言者） 

石丸小四郎さん（福島県双葉地区原発反対同盟代

表） 

満田夏花さん（国際環境 NGO FoE(地球の友) 

Japan） 

山浦康明さん（日本消費者連盟事務局長） 

江橋崇さん（平和フォーラム代表(法政大学教授)）。 

 

江橋代表の主催者あいさつを兼ねた提起を受け

て、それぞれ問題提起。石丸さんは「広島、長崎

への原爆投下をはじめ、日本ほど放射能の怖さを

体験した国はない。自然エネルギーへの転換を本

気で考えるべき」と訴え、山浦さんは食品の放射

線汚染を巡る情報開示が不十分だとして「政府や

自治体に自分たちで正確な情報を開示させること

が必要。生存権が脅かされてはならない」と呼び

かけました。 

 

県民大会決議（要旨） 
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 シンポジウムにつづいて、自衛隊の改組を提

案する「平和基本法」を提唱し、2008年平和フ

ォーラム編で同名書籍の中心執筆者である軍

事評論家の前田哲男さんが「人間の安全保障と

平和基本法」と題して講演。最後に、藤本泰成

平和フォーラム・原水禁事務局長の提起で終了

しました。 

 

■ フォーラム平和・人権・環境第 13回総会 

第 86 回原水爆禁止日本国民会議全国委員会 

 

４月２６日日本教育会館で、標記会議が開催さ

れ全国の仲間が結集、２０１１年度活動方針な

どを決定しました。以下の特別決議を採択し、

署名運動や本年９月１９日の大集会の成功を

確認しました。 

 

特別決議「持続可能で平和な社会の実現に 

むけて」     2011年 4月 26日        

 

 ２０１１年３月１１日。この日は私たちに忘

れられない日となりました。マグニチュード

9.0 の巨大地震が東日本を襲い、巨大津波が発

生し、多くの人々の命を奪いました。あらため

て犠牲になった方々に哀悼の意を表します。 

 この東日本大地震は、東日本各地の原子力発

電所や原子力施設を襲い、多くの被害を与えま

した。東通原発、六ヶ所核再処理工場、女川原

発、福島第二原発、東海原発など、電源喪失に

より非常用電源などでかろうじてこの危機を

凌ぎましたが、まさに紙一重の状態でした。し

かし不幸にも福島第一原発では、地震や津波に

よる電源喪失により、原子炉の冷却機能を失

い、原子炉の制御もできず、水素爆発、さらに

使用済み核燃料の冷却不能を招き、核燃料の溶

融を起こし、大気中や海中に多くの放射能をま

き散らしました。さらに事故の収束に向けて作

業にあたる人々にも多大な被曝を強いていま

す。 

 この事故は、日本の原子力史上最悪の事故と

なり、国際評価尺度でもチェルノブイリ原発事

故と並ぶレベル７の最悪のものとなりました

が、今も事態の収束を迎えていません。さらに

今後、事態のより一層の深刻化が心配されてい

ます。この事故は、「人災」であり、長年に渡

り原子力政策を推進してきた歴代政府や東京

電力などの側に大きな責任があります。 

 現在、一定の放射能抑制には、東京電力は６

～９カ月はかかると発表されていますが、その

具体的プロセスはまったく明らかになってお

らず、単なる努力目標にしか見えません。むし

ろ長期に渡る放射能放出、被害の拡大が予想さ

れるところまで来てしまいました。あらためて

関係者の事態の収束にむけてのさらなる努力

を期待します。 

 この事故により、原子力政策の破綻はより一

層鮮明となっています。あらためて、原子力に

頼らないエネルギー政策への転換が急務とな

り、そのために私たちは動きださなければなり

ません。 

 平和フォーラム・原水禁国民会議は、長年に

渡って「核と人類は共存できない」として、反

核・脱原発を訴えてきました。その意義は、こ

の事態を迎えてますますその重要さを増して

います。省エネルギー、再生可能エネルギーの

拡大など、新たな社会像の具体化をはかる必要

があります。私たちが提起している「持続可能

で平和な社会」の実現に向けて、この一年、そ

のことに全力をそそぐことを決意するもので

す。 

 

フォーラム平和・人権・環境第 13 回総会参加

者一同 

第 86 回原水爆禁止日本国民会議全国委員会参

加者一同 

  

活 動 日 誌 

 

４月７日（木）東京平和センター常任幹事会 

４月10日（日）統一自治体選挙（知事・県議）  

４月23日（土）チェルノブイリ25年集会 

４月24日（日）統一自治体選挙（市長・市議） 

４月26日（火）原水禁全国委員会・平和フォー

ラム全国総会 

５月３日（火）施行64周年憲法記念集会 

５月12日（木）東京平和センター定期総会 

５月14～16日 沖縄平和行進 
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今後の日程 

 

６．１   日朝国交正常化連絡会学習会 

（18：30総評会館） 

６．４～５ 反核燃集会（青森） 

６．４    食とみどり・水 田植え（日野市） 

６．４   シンポジウム自然エネルギー 

（0：30 代々木オリンピックセンター） 

６．１６   教科書と歴史認識を考える全国集会 

     （18：30 東京ウィメンズプラザ） 

６．１８  三多摩平和行進 

６．２３  高校無償化朝鮮学校即時適用・裁判

闘争勝利大集会 1830豊島公会堂 

７．１３  3：00 常任幹事会  

 

８．４～９ 原水禁 広島・長崎 

８．１５  千鳥ヶ淵戦没者慰霊 

９．１９  脱原発５万人集会（明治公園） 

 

東京平和運動センター役員   

 

議 長   長谷川  信康 東交 

副議長   畑    佳幸 三多摩平和センター 

〃    松 田 圭 介 私鉄東京連絡会 

〃    田 中 瑞 穂 個人会員代表 

〃    関     久 個人会員代表 

事務局長  本 橋 益 男 自治労東京 

〃 次長 若 林 克 俊 三多摩平和センター 

常任幹事 丁子谷   卓 自治労東京 

〃   松井    稔 東交 

〃   川 角   恒 東京教組 

〃   新 井 次 男 全農林関東・東京 

〃   山 下 晴 樹 全自交東京 

〃   高橋  フミ子 Ｉ 女性会議 

〃           社青同東京地本 

〃   長谷川 三 郎 部落解放同盟都連 

〃   松崎   勝博 全水道・東水労 

〃   石 上 浩 一 国労東京地本 

〃   中 谷 正 史 都高教 

幹 事  常任幹事団体以外の加盟団体より１名 

会計監査 大 森 直 史 全国一般・東京一般 

〃   筒 井 浩 介 日放労技術系列 

相談役   本 郷 真 一 元議長 

 

 
   ↑2010.5.16      ↓2011.5.14 

 

キャンプシュワブの鉄条網が大改修、 

すぐに檄布が張り替えられた（辺野古） 

 

編 集 後 記  

 

大震災と原発事故を経験し２ヶ月が過ぎ

た。多くの仲間たちがボランティアに駆けつ

け、現地の状況を伝えてくれる。マスメディ

ア報道の限界を改めて痛感する。  

そうした中、本年も沖縄平和行進を取り組

んだ。現地は、大震災に想いを寄せながらも、

反基地と復興支援にむけて熱気は上がる一

方だ。上段の写真は、急遽改修された「日米

境界線」。５０００万円かかったと噂される

「思いやり予算」だ。ヘリ基地反対協の代表

は、基地をなくし震災復旧に「思いやり」を

と訴える。  

先のセンター総会で、関事務局長から、本

橋が引き継ぐことになった。長年の関さんの

活動に感謝しつつ、引き続く会員の皆さんの

ご支援を心からお願いいたします。（Ｍ）  

 


